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大田弘子元経済財政政策担当大臣を座長とする有識者会議の経済成長フォーラム (事務局：日本

生産性本部)は、この度企業経営者に対する緊急アンケート調査を実施し発表した（回答者数 201 人）。 

それによると、来年 10月からの消費税 10％への引上げに過半の企業が賛成した。企業の人手不足

は 3分の 2の企業で深刻化しており、特にサービス業では 8割が深刻化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 製造業 電気ガス 卸小売 飲食宿泊 運輸 郵便通信 金融仲介 ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ
70.6% 61.0% 42.4% 37.8% 48.4% 73.2% 87.8% 50.8%  

 

 

 

 

 

【経済成長フォーラム】 座  長    大田 弘子 （政策研究大学院大学教授） 

           コアメンバー  高橋  進  （日本総合研究所理事長） 

                   冨山 和彦 （経営共創基盤ＣＥＯ） 

        ＵＲＬ：http://www.economic-growth-forum.jp 

【お問合せ先】経済成長フォーラム事務局：（公財）日本生産性本部・公共政策部 

           担当： 内山・木内     TEL.03-3409-1137  FAX.03-3409-2810 

  【同日配付記者クラブ】経済団体記者会、内閣府記者クラブ 
        
 

【政府の成長戦略について】 

1. 来年 10 月からの消費税 10％への引上げに、「賛成」は過半(55％)       資料 1 頁 

2. 法人が減税された場合の減税分の充当先は、「投資を最優先」が 4割、 

「従業員の給与や賞与へ最優先」は 2割                   資料 2 頁 

3. 今年度の設備投資計画で最大の投資金額は「国内での更新投資」が 3分の 1で 

最多。次いで、「国内での増産投資」が 4分の 1               資料 3 頁 

 

【今後の日本経済について】 

4. 今後の実質経済成長率は「2％未満」が 9割                 資料 4 頁 

5. 今年度下半期の景気は、「前年同期と変わらない」が 5割、「落ち込む」が 4割 資料 5頁 

 

【自社の経営について】 

6. 人手不足が深刻化している企業は 3分の 2で、半年前より 10％ポイント悪化。 

特にサービス業では 8割近い                       資料 8 頁 

7. 人材不足に対する対応は、「正社員の中途採用」や「定期採用の増加」など、       

正社員の増加で対応する企業が4割で最多                 資料 10頁 

4.  

経済成長フォーラム 

企業経営者 緊急アンケート調査報告 

成長戦略実行への課題 ～現下の経済と企業経営～ 

 


